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連結財務諸表

（負債、少数株主持分及び資本の部） （単位：百万円）

当連結会計年度末
（平成15年３月31日現在）

前連結会計年度末
（平成14年３月31日現在）科　目

5,035,8874,994,031預金
52,39036,540譲渡性預金
156,557163,703コールマネー及び売渡手形
60,06860,035借用金
338375外国為替

24,04026,650社債
30,40276,677その他負債
1,5222,044退職給付引当金
1,3781,260債権売却損失引当金
11,74612,064再評価に係る繰延税金負債
54,91664,240支払承諾

［5,429,246］［5,437,622］［負債の部合計］
2,1922,135少数株主持分
［2,192］［2,135］［少数株主持分］

―48,652資本金
―29,114資本準備金
―17,076再評価差額金
―164,206連結剰余金
―26,648その他有価証券評価差額金
―51為替換算調整勘定
―285,749［計］
―△45自己株式
―△156子会社の所有する親会社株式
―［285,548］［資本の部合計］

48,652―資本金
29,114―資本剰余金
165,062―利益剰余金
17,401―土地再評価差額金
18,613―その他有価証券評価差額金
△202―為替換算調整勘定
△1,907―自己株式

［276,735］―［資本の部合計］
5,708,1755,725,305負債、少数株主持分及び資本の部合計

■連結貸借対照表
（資産の部） （単位：百万円）

当連結会計年度末
（平成15年３月31日現在）

前連結会計年度末
（平成14年３月31日現在）科　目

168,595231,011現金預け金
108,34448,566コールローン
22,14537,847買入金銭債権
1,6225,139商品有価証券
19,93016,112金銭の信託

1,632,1641,633,895有価証券
3,599,7313,634,079貸出金

2,4743,210外国為替
74,43737,657その他資産
124,510124,583動産不動産
52,16649,391繰延税金資産
54,91664,240支払承諾見返

△151,960△159,664貸倒引当金
△903△765投資損失引当金

5,708,1755,725,305資産の部合計

連結情報



連
結
財
務
諸
表

連
結
情
報

■連結損益計算書 （単位：百万円）

当連結会計年度

平成14年４月１日から

平成15年３月31日まで

前連結会計年度

平成13年４月１日から

平成14年３月31日まで

科　目

146,591158,340経常収益
101,041115,181　資金運用収益
71,36472,516　　貸出金利息
26,25931,398　　有価証券利息配当金
1,3521,489　　コールローン利息及び買入手形利息
9166,234　　預け金利息

1,1493,543　　その他の受入利息
112　信託報酬

12,67911,817　役務取引等収益
29,37924,350　その他業務収益
3,4796,987　その他経常収益

139,038192,865経常費用
9,61822,880　資金調達費用
3,1638,334　　預金利息
138　　譲渡性預金利息

1,1792,505　　コールマネー利息及び売渡手形利息
1―　　債券貸借取引支払利息

1,0741,009　　借用金利息
299708　　社債利息
―111　　転換社債利息

3,88710,203　　その他の支払利息
3,6153,520　役務取引等費用
25,06824,543　その他業務費用
54,53757,929　営業経費
46,19883,990　その他経常費用
17,34259,013　　貸倒引当金繰入額
28,85524,977　　その他の経常費用
7,553△34,525経常利益（△は経常損失）
13096特別利益
162　動産不動産処分益
11393　償却債権取立益
124783特別損失
124783　動産不動産処分損

7,558△35,211税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）
4945,254法人税、住民税及び事業税

3,489△19,502法人税等調整額
14770少数株主利益

3,426△21,034当期純利益（△は当期純損失）

（ ）（ ）
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■連結剰余金計算書 （単位：百万円）

当連結会計年度

平成14年４月１日から

平成15年３月31日まで

前連結会計年度

平成13年４月１日から

平成14年３月31日まで

科　目

―187,695連結剰余金期首残高
―145連結剰余金増加高
―145　再評価差額金取崩に伴う剰余金増加高
―2,601連結剰余金減少高
―2,566　配当金
―35　役員賞与
―21,034当期純損失
―164,206連結剰余金期末残高

　（資本剰余金の部）
29,114―資本剰余金期首残高
29,114―資本剰余金期末残高

　（利益剰余金の部）
164,206―利益剰余金期首残高
3,426―利益剰余金増加高
3,426―　当期純利益
2,570―利益剰余金減少高
2,565―　配当金

4―　土地再評価差額金取崩額
165,062―利益剰余金期末残高

（ ）（ ）
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■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

当連結会計年度

平成14年４月１日から

平成15年３月31日まで

前連結会計年度

平成13年４月１日から

平成14年３月31日まで

科　目

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
7,558△35,211　　税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）
21,67621,261　　減価償却費
△2△27　　持分法による投資損益（△）

△7,70437,142　　貸倒引当金の増加額
137445　　投資損失引当金の増加額
118△1,893　　債権売却損失引当金の増加額

△521△923　　退職給付引当金の増加額
△101,041△115,181　　資金運用収益

9,61822,880　　資金調達費用
16,97115,483　　有価証券関係損益（△）
128535　　金銭の信託の運用損益（△）
△18△42　　為替差損益（△）
107780　　動産不動産処分損益（△）

3,51636,684　　商品有価証券の純増（△）減
34,347△75,687　　貸出金の純増（△）減
41,85571,344　　預金の純増減（△）
15,85020,755　　譲渡性預金の純増減（△）
92,33571,751　　預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減
△46,5475,044　　コールローン等の純増（△）減
△7,11264,318　　コールマネー等の純増減（△）

―20,035　　債券貸付取引担保金の純増減（△）
△20,035―　　債券貸借取引受入担保金の純増減（△）

736△1,234　　外国為替（資産）の純増（△）減
△37100　　外国為替（負債）の純増減（△）

103,974117,004　　資金運用による収入
△11,174△24,790　　資金調達による支出
△12,513△16,701　　その他
142,222233,874　　小　　　　計
△4,273△9,815　　法人税等の支払額
137,948224,058　　営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
△457,029△501,588　　有価証券の取得による支出
142,059137,313　　有価証券の売却による収入
234,144223,059　　有価証券の償還による収入
△5,411△7,598　　金銭の信託の増加による支出
1,44121,437　　金銭の信託の減少による収入

△20,106△20,563　　動産不動産の取得による支出
1,229644　　動産不動産の売却による収入

△103,672△147,294　　投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

―△11,000　　劣後特約付借入金の返済による支出
―△49,999　　転換社債の償還による支出

△2,562△2,565　　配当金支払額
△1,773△44　　自己株式の取得による支出
△4,336△63,608　　財務活動によるキャッシュ・フロー
△2116Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

29,91813,171Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額
92,36279,190Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高
122,28092,362Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高

（ ）（ ）



連
結
財
務
諸
表

連
結
情
報

■連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
�　連結子会社　６社

　　　主要な連結子会社名
　　　　群馬総合リース株式会社
　　　　群馬財務（香港）有限公社（GUNMA FINANCE(HONG KONG)LIMITED）
�　非連結子会社

　　　主要な会社名
　　　　群馬信用保証株式会社
　　　　株式会社群銀カード
　非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財
政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいた
め、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
�　持分法適用の非連結子会社　６社

　　　主要な会社名
　　　　群馬信用保証株式会社
　　　　株式会社群銀カード
�　持分法適用の関連会社

　　　　該当ありません。
�　持分法非適用の非連結子会社

　　　　該当ありません。
�　持分法非適用の関連会社

　　　　該当ありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
�　連結子会社の決算日は次のとおりであります。

　　　　12月末日 １社
　　　　３月末日 ５社
�　子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。
　連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については必要な調整
を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
�　商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）
により行っております。
�　有価証券の評価基準及び評価方法
(イ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原
価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式及び関連会社株式について
は移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては
連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法によ
り算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法に
より行っております。
　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理し
ております。

(ロ) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として
運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

�　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
�　減価償却の方法
①　動産不動産
　　当行の動産不動産は、定率法を採用しております。
　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　建物：６年～50年
　　　動産：３年～20年
　連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主とし
て定額法により償却しております。
②　ソフトウェア
　自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能
期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております。

�　貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上
しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び
貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会
報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、
一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につい
ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻
先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。なお、特定海外債
権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外
債権引当勘定として引き当てております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実
施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定

結果に基づいて上記の引き当てを行っております。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案し
て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

�　投資損失引当金の計上基準
　当行の投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会
社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

�　退職給付引当金の計上基準
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、
過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。
　過去勤務債務：
その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として10年）に
よる定額法により損益処理

　数理計算上の差異：
各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主と
して10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年
度から損益処理

�　債権売却損失引当金の計上基準
　株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、
将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しており
ます。

�　外貨建資産・負債の換算基準
　当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定については、主として連結決算日の
為替相場による円換算額を付しております。
　外貨建取引等の会計処理につきましては、従来、「銀行業における外貨建取引
等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別監査委員会報告第20号）を適用しておりましたが、当連結会計年度から、「銀
行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本
公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）を適用しております。
　なお、当連結会計年度は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号に
規定する経過措置を適用し、「資金関連スワップ取引」及び「通貨スワップ取引」
については、従前の方法により処理しております。
　また、先物為替取引等に係る円換算差金については、連結貸借対照表上、相殺
表示しております。
　資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告
第25号に規定する経過措置に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の連結
決算日の為替相場による正味の円換算額を連結貸借対照表に計上し、異種通貨間
の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期から先物外
国為替取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により連結損益計算
書に計上するとともに、連結決算日の未収収益又は未払費用を計上しております。
　なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機とし
て行われ、当該資金の調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為
替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払を受けるべき金額・期日の確
定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替スワップ取
引であります。
　異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における元本相当額の
支払額又は受取額と通貨スワップ契約満了時における元本相当額の受取額又は支
払額が同額で、かつ、元本部分と金利部分に適用されるスワップレートが合理的
なレートである直先フラット型の通貨スワップ取引（利息相当額の支払日ごとに
その時点の実勢為替相場を反映して一方の通貨の元本相当額を更改し、かつ、各
利払期間ごとに直先フラットである通貨スワップ取引を含む。）については、日
本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号に規定する経過措置に基づき、債
権元本相当額及び債務元本相当額の連結決算日の為替相場による正味の円換算額
を連結貸借対照表に計上し、交換利息相当額はその期間にわたり発生主義により
連結損益計算書に計上するとともに、連結決算日の未収収益又は未払費用を計上
しております。
　連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場に
より換算しております。

�　リース取引の処理方法
　当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会
計処理によっております。

�　重要なヘッジ会計の方法
　当行のヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）
に規定する経過措置に基づき、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じ
る金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を
実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当
面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
15号）に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジ
による会計処理を行っております。
　また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段と
なるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺さ
れているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。
　また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前
にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券につい
て外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件として、時
価ヘッジを適用しております。
　なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利
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スワップの特例処理を行っております。
�　消費税等の会計処理
　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。
�　その他連結財務諸表作成のための重要な事項
①　自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準
　「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）
が平成14年４月１日以後に適用されることになったことに伴い、当連結会計年
度から同会計基準を適用しております。これによる当連結会計年度の資産及び
資本に与える影響は軽微であります。
　なお、連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正により、当連結会計年度
における連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余金計算書については、改正後
の連結財務諸表規則及び銀行法施行規則により作成しております。
②　１株当たり当期純利益に関する会計基準
　「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１
株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４
号）が平成14年４月１日以後開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適
用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指
針を適用しております。なお、前期連結会計年度に係る連結財務諸表において
採用していた方法により算定した当連結会計年度の１株当たりの純資産額は
542円76銭、１株当たり当期純利益は６円69銭であります。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しており
ます。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
　連結調整勘定の償却については、発生年度にその全額を償却しております。

７．利益処分項目の取扱い等に関する事項
　連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成
しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の
「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

■表示方法の変更
（連結損益計算書関係）
　「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成15年内閣府令第47号）によ
り、銀行法施行規則別紙様式が改正されたことに伴い、前連結会計年度において
「資金調達費用」中「その他の支払利息」に含めて表示していた現金担保付債券
貸借取引に係る支払利息は、当連結会計年度からは、「債券貸借取引支払利息」
として表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成15年内閣府令第47号）によ
り、銀行法施行規則別紙様式が改正されたことに伴い、前連結会計年度における
「債券貸付取引担保金の純増減（△）」は、当連結会計年度から、「債券貸借取引
受人担保金の純増減（△）」として記載しております。

■注記事項
（連結貸借対照表関係）
１．有価証券には、非連結子会社の株式476百万円を含んでおります。

２．貸出金のうち、破綻先債権額は22,160百万円、延滞債権額は238,177百万円であ
ります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続しているこ
とその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして
未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利
息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第
96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が
生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者
の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の
貸出金であります。

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は2,532百万円であります。
　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日か
ら３ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので
あります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は94,065百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と
して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞
債権に該当しないものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の
合計額は356,936百万円であります。
　なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査
上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融
取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、
荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分
できる権利を有しておりますが、その額面金額は、109,695百万円であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　　担保に供している資産
　　　　　有価証券 281,522百万円
　　　　担保資産に対応する債務
　　　　　預金 35,134百万円
　　　　　コールマネー及び売渡手形 130,431百万円
　　　　　その他負債 225百万円
　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、
商品有価証券114百万円及び有価証券77,848百万円を差し入れております。
　なお、動産不動産のうち保証金権利金は2,290百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資
実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に
係る融資未実行残高は、860,014百万円であります。このうち原契約期間が１年以
内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が853,651百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フ
ローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の
変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等
の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内（社
内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全
上の措置等を講じております。

９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当
行の事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金
相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し
た金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。

　　　再評価を行った年月日　平成10年３月31日
　　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）
第２条第４号に基づいて、路線価に奥行価格補正等の合理的な調整を行って
算出。

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末におけ
る時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

 17,584百万円

10．動産不動産の減価償却累計額 133,061百万円

11．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣
後特約付借入金52,500百万円が含まれております。

12．連結会社及び持分法を適用した非連結子会社が保有する当行の株式の数
　　　　　　　　　　　普通株式 3,528千株

（連結損益計算書関係）
　その他の経常費用には、貸出金償却639百万円、株式等償却22,580百万円及び貸
出債権の売却に伴う損失2,244百万円を含んでおります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と
の関係

　　平成15年３月31日現在
　　　現金預け金勘定 168,595百万円
　　　日本銀行以外への預け金 △46,314　　　
　　　現金及び現金同等物 122,280　　　

（リース取引関係）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

（貸手側）
　　・リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　　　　　　　　動産　　　その他　　　　合計
取得価額 96,698 19,726 116,424
減価償却累計額　 59,787 8,281 68,068
年度末残高 36,910 11,444 48,355
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　　・未経過リース料年度末残高相当額
　　　　　　１年以内　　　　１年超　　　　　　合計
　　　　　14,111百万円　　33,407百万円　　47,519百万円

　　・受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額
　　　　受取リース料 17,967百万円
　　　　減価償却費 14,513百万円
　　　　受取利息相当額 2,118百万円
　　・利息相当額の算定方法

　リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物件の購入価額を控除した
額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法については、利息法によっ
ております。
（借手側）

　　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末残高相当額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
　　　　　　　　　　　　　動産　　　その他　　合計
　　　　取得価額相当額 26 20 47
　　　　減価償却累計額相当額　　 1 1 3
　　　　年度末残高相当額 25 19 44

・未経過リース料年度末残高相当額
　　　　１年以内　　 １年超　　　 合計
　　　　８百万円　　35百万円　　44百万円

・支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
　　　　支払リース料　　　　　　　　　　３百万円
　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　３百万円
　　　　支払利息相当額　　　　　　　　　０百万円
・減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。
・利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各
連結会計年度への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
（借手側）
・未経過リース料

　　　　１年以内　　 １年超　　　　 合計
　　　　68百万円　　216百万円　　284百万円

（税効果会計関係）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 41.4 %
（調整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.2
　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 13.3
　その他 0.3
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.7 %

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正額
　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年３月法律第９号）が平成15年３
月31日に公布され、平成16年４月１日以後開始する連結会計年度より法人事業税
に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に変更されること
により、当該課税標準の一部は、利益に関連する金額を課税標準とする税金には
該当しないことになります。
　この変更に伴い、当行の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する平成
16年度以降の法定実効税率は当連結会計年度の41.4%から40.3%となり、「繰延税
金資産」は665百万円減少し、当連結会計年度に計上された「法人税等調整額」

は1,008百万円増加しております。「再評価に係る繰延税金負債」は320百万円減
少し、「土地再評価差額金」は同額増加しております。また、「その他有価証券評
価差額金」は342百万円増加しております。

（１株当たり情報）
　　１株当たり純資産額 542.77円
　　１株当たり当期純利益 6.69円
　　潜在株式調整後
　　１株当たり当期純利益 ─　

繰延税金資産

1,656百万円税務上の繰越欠損金

54,412　　　貸倒引当金

6,270　　　退職給付引当金

5,178　　　有価証券評価損

1,611　　　減価償却費

　3,178　　　その他

72,307　　　繰延税金資産小計

　△35　　　評価性引当額

72,271　　　繰延税金資産合計

繰延税金負債

△12,565　　　その他有価証券評価差額金

△7,040　　　退職給付信託

△499　　　その他

△20,104　　　繰延税金負債合計

　52,166百万円繰延税金資産の純額
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（有価証券関係）

※　連結貸借対照表の「商品有価証券」及び「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。

１．売買目的有価証券 （単位：百万円）

当連結会計年度末（平成15年３月31日現在）

種類
当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額
連結貸借対照表計上額

△211,622売買目的有価証券

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

当連結会計年度末（平成15年３月31日現在）

種類 差　額時　価
連 結 貸 借

対照表計上額 うち損うち益

―――――国債

―5,5485,54888,75583,207地方債

0333,6583,655社債

―2752752,7292,454その他

05,8275,82795,14389,316合計

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

当連結会計年度末（平成15年３月31日現在）

種類 評価差額
連 結 貸 借

対照表計上額
取得原価

うち損うち益

15,65912,771△2,887112,905115,793株式

87336,42135,5471,188,1671,152,619債券

8587,5016,643394,636387,992国債

―20,13920,139336,413316,273地方債

158,7798,764457,118448,353社債

2,5641,082△1,481224,566226,048その他

19,09750,27531,1781,525,6391,494,461合計

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みが
ないと判断したものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下減損
処理という。）しております。

　　当連結会計年度における減損処理額は、26,064百万円（うち、株式22,580百万円、その他3,483百万円）であります。
　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は自己査定基準に定めております。減損処理は当連結会計年度末日における時価が取得
原価に比べ50%以上下落した銘柄については全て実施し、時価が30%以上50%未満下落した銘柄については、基準日前一定期間の時価の推移や発
行会社の財務内容などにより時価の回復可能性を判断し実施しております。

５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

当連結会計年度（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）
種類 売却損の合計額売却益の合計額売却額

7979,885168,538その他有価証券

４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 （単位：百万円）

当連結会計年度（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）
種類 売却損益売却額売却原価

03736社債

（売却の理由）私募債の買入消却によるものです。
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７．保有目的を変更した有価証券

　　該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 （単位：百万円）

　（金銭の信託関係）

１．運用目的の金銭の信託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

　

２．満期保有目的の金銭の信託

　　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

　　該当ありません。

（その他有価証券評価差額金）

　○その他有価証券評価差額金
　　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 （単位：百万円）

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）

当連結会計年度末（平成15年３月31日現在）

満期保有目的の債券

9,946　非上場事業債

その他有価証券

4,534　非上場株式（店頭売買株式を除く）

2,070　非上場事業債

180　非上場外国証券

当連結会計年度末（平成15年３月31日現在）
31,178評価差額
31,178その他有価証券
12,564（△）　繰延税金負債
18,613その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）

0（△）　少数株主持分相当額

0
持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る評価差額金
のうち親会社持分相当額

（＋）

18,613その他有価証券評価差額金

当連結会計年度末（平成15年３月31日現在）

種類 10年超５年超10年以内１年超５年以内１年以内
56,597269,984810,742149,721債券
54,70465,631235,06539,234国債
1,893158,849200,06758,810地方債
―45,503375,60951,676社債

51,898100,13353,94813,584その他
108,496370,117864,691163,306合計

当連結会計年度末（平成15年３月31日現在）

種類
当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額
連結貸借対照表計上額

12619,930運用目的の金銭の信託
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（デリバティブ取引関係）

１．金利関連取引 （単位：百万円）

２．通貨関連取引 （単位：百万円）

３．株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引及びクレジットデリバティブ取引

　　該当ありません。

当連結会計年度（平成15年３月31日現在）

種　類区　分
評価損益時　価契約額等

うち一年超

15155,6075,607通貨スワップ

店　頭
――――為替予約

――――通貨オプション

――――その他

1515合計

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び
下記注３．の取引は、上記記載から除いております。

　　　２．時価の算定
　割引現在価値等により算定しております。

　　　３．「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する経
過措置に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

当連結会計年度（平成15年３月31日現在）
種　類区　分

評価損益時　価契約額等
うち１年超

――――金利先物
取引所

――――金利オプション
――――金利先渡契約

店　頭

△212△2124104,410金利スワップ
――――受取固定・支払変動

△212△2124104,410受取変動・支払固定
――――受取変動・支払変動
――――金利オプション
――――その他

△212△212合計
（注） １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
　　　２．時価の算定

店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

（単位：百万円）

当連結会計年度（平成15年３月31日現在）
種　類

評価損益時　価契約額等

△242△24284,590通貨スワップ

　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益を連結損益計算書に計上しているもの、及
び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等が連
結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

当連結会計年度（平成15年３月31日現在）
種　類区　分

契　約　額　等

―通貨先物
取引所

―通貨オプション

10,921売　建
為替予約

店　頭

9,693買　建

2,211売　建
通貨オプシヨン

2,211買　建

―その他
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　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　（１）　当行及び連結子会社の退職給付制度

　当行及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、厚生年金基金制度及び適格退

職年金制度を設けております。また、従業員の退職等に際しては割増退職金を支払う場合があります。

　なお、当行は退職給付信託を設定しております。

　（２）　制度別の補足説明

２．退職給付債務に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

３．退職給付費用に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度（平成15年３月31日現在）区　　　　　分
2.5％（１）割引率

0.9％（退職給付信託の資産）

3.0％（厚生年金基金の資産）
（２）期待運用収益率

期間定額基準（３）退職給付見込額の期間配分方法
10年（その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法による）（４）過去勤務債務の額の処理年数

10年（各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。）

（５）数理計算上の差異の処理年数

――（６）会計基準変更時差異の処理年数

当連結会計年度

（平成15年３月31日現在）
　 　　区　　　　　分

△78,776（A）退職給付債務
60,812（B）年金資産
△17,964（C）＝（A）＋（B）未積立退職給付債務

―（D）会計基準変更時差異の未処理額
29,645（E）未認識数理計算上の差異
△1,644（F）未認識過去勤務債務
10,036（G）＝（C）＋（D）＋（E）＋（F）連結貸借対照表計上額純額
11,559（H）前払年金費用
△1,522（G）―（H）退職給付引当金

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めております。
　　　２．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
　　　３．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

当連結会計年度（平成15年３月31日現在）区　　　　　分
2,117勤務費用
1,923利息費用
△1,563期待運用収益
△205過去勤務債務の費用処理額
1,919数理計算上の差異の費用処理額
―会計基準変更時差異の費用処理額
114その他（臨時に支払った割増退職金等）

4,306退職給付費用
（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。
　　　２．勤務費用は、厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

適格退職年金制度厚生年金基金制度退職一時金制度

不採用採　用採　用当行

不採用不採用採　用国内連結子会社３社

採　用不採用採　用国内連結子会社２社

不採用不採用不採用海外連結子会社１社

（注）１．当行においては、退職一時金制度及び厚生年金基金制度について退職給付信託を設定しております。
　　　２．当行の厚生年金基金は単独設立型の基金であります。
　　　３．国内連結子会社の適格退職年金はそれぞれ独立した契約であります。
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報
［前連結会計年度］（自　平成13年４月１日　至　平成14年３月31日） （単位：百万円）

連結消去又は全社計その他業務リース業務銀行業務

Ⅰ　経常収益

158,340―158,3402720,666137,646（１）外部顧客に対する経常収益

―（6,026）6,0262,8522,357816（２）セグメント間の内部経常収益

158,340（6,026）164,3662,87923,023138,463　　計

192,865（6,027）198,8932,82822,735173,328経常費用

△34,5250△34,52651287△34,865経常利益（△は経常損失）

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

5,725,305（54,342）5,779,6481,32564,0055,714,317資　　産

21,261―21,2611217,0514,196減価償却費

24,446―24,4461119,5904,844資本的支出

（注）１．業務区分は連結会社の業務の内容により区分しております。
　　　２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

［当連結会計年度］（自　平成14年４月１日　至　平成15年３月31日） （単位：百万円）

連結消去又は全社計その他業務リース業務銀行業務

Ⅰ　経常収益

146,591―146,5916021,295125,235（１）外部顧客に対する経常収益

―（5,624）5,6242,6652,276683（２）セグメント間の内部経常収益

146,591（5,624）152,2162,72523,571125,918　　計

139,038（5,628）144,6662,62223,089118,954経常費用

7,55337,5491034826,963経常利益

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

5,708,175（53,135）5,761,3111,40363,9525,695,954資　　産

21,676―21,6761217,4354,228減価償却費

25,258―25,258520,8244,428資本的支出

（注）１．業務区分は連結会社の業務の内容により区分しております。
　　　２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２．所在地別セグメント情報　

　前連結会計年度（自　平成13年４月１日　至　平成14年３月31日）

　当連結会計年度（自　平成14年４月１日　至　平成15年３月31日）

　全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　前連結会計年度（自　平成13年４月１日　至　平成14年３月31日）

　当連結会計年度（自　平成14年４月１日　至　平成15年３月31日）

　　海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

３．海外経常収益
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連結リスク管理債権・自己資本比率

■連結自己資本比率（国際統一基準） （単位：百万円）

平成15年３月31日平成14年３月31日

48,65248,652資本金

基本的項目

―29,114資本準備金

―162,915連結剰余金

29,114―資本剰余金

163,780―利益剰余金

2,1922,135連結子会社の少数株主持分

1,907201自己株式（△）

△20251為替換算調整勘定

241,630242,668計（Ａ）

14,03020,461
その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額

の合計額を控除した額の45％

補完的項目

13,11613,113土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額

39,02638,191一般貸倒引当金

50,90051,300負債性資本調達手段等

117,073123,066計

117,073123,066うち自己資本への算入額（Ｂ）

577603控除項目（Ｃ）控除項目

358,126365,131自己資本総額（Ａ）＋（Ｂ）―（Ｃ）＝（Ｄ）自己資本

3,223,0063,266,660資産（オン・バランス）項目

リスクアセット 71,44277,852オフ・バランス取引項目

3,294,4483,344,513計（Ｅ）

10.87％10.91％連結自己資本比率（国際統一基準）＝（Ｄ）÷（Ｅ）×100

（注）上記は、銀行法第14条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づいて算出したものであります。

平成15年３月31日平成14年３月31日

22,16028,538破綻先債権額

238,177266,902延滞債権額

2,5322,629３ヵ月以上延滞債権額

94,06579,387貸出条件緩和債権額

356,936377,457合計

（注）１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな
いものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行
令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。

　　　２．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した
貸出金以外の貸出金をいいます。

　　　３．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものをいいます。

　　　４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

■連結リスク管理債権 （単位：百万円）

「リスク管理債権」のご説明については、18頁をご参照ください。


